
資料２－１－２

泊発電所３号炉
審査会合における指摘事項に対する回答一覧表

（DB／SA／BF）

令和５年４月２７日
北海道電力株式会社



（第6条 外部からの衝撃による損傷の防止（その他外部事象））

ID No 指摘事項の内容 審査会合日 対応状況* 回答完了日 回答概要 資料反映箇所 回答予定時期

23
03
30
-

02

1

② 寿都特別地域気象観測所の移転前の記録につ
いては，地形的な要因により局地的な強風の影
響を受けやすい場所に設置されていた時の記録
であることから，設計基準の設定に当たって
は，現在の観測所での記録を採用するとしてい
る。そのため，移転前の記録を除くことの妥当
性について説明すること。妥当性の説明に当
たっては，近隣の観測所での観測記録と泊発電
所での観測記録との風向等の類似性も考慮して
説明すること。

R5.3.30
本日
回答

・移転前の寿都特別地域気象観測所は地形的要因による局地的強風（寿都だし）の
影響を受けやすい沿岸部に位置していたこともあり，移転前の寿都特別地域気象観
測所における最大風速（49.8m/s）と移転後の最大風速（20.3m/s）を比較する
と，移転前の最大風速は突出して大きい。
・一方，移転前の寿都特別地域気象観測所における風向と泊発電所の風向を比較す
ると，類似の傾向は見られない。
・以上のことから，泊発電所における設計基準風速の設定に当たって，移転前の寿
都特別地域気象観測所の記録は参照に適さず，これを除くことは妥当と判断した。

・泊発電所の設計基準風速の設定に当たって，泊発電所，寿都及び小樽特別地域気
象観測所の記録に加え，発電所近隣（共和，神恵内，余市，美国）のアメダスの観
測記録を確認したところ，移転前後を問わず寿都の風向，強風の時期の特異性を確
認した。
・寿都と寿都以外の観測所及び泊発電所では風向及び強風の時期の傾向は異なり，
泊発電所における設計基準風速の設定に当たっては，移転前後を問わず，寿都特別
地域気象観測所の記録は参照に適さないとの判断に至った。

・このため，泊発電所近隣にある⾧期間でのデータを有している気象官署のうち，
風向と強風の吹く時期について泊発電所と類似の特性がある小樽特別地域気象観測
所のデータを参照し，設計基準風速を設定することとした。
・以上の検討から，建築基準法の基準風速である36m/sを設計基準風速とすること
とした。（既許可と同じ）
・なお，既許可申請当時と異なり，発電所及び発電所近隣のアメダスの風速記録も
30年以上蓄積されており，また気象官署と同等の信頼性※を有すると考えられるこ
とから，これらの観測記録も同様に確認した。

※気象の平年値が30年平均で求められることから考えても十分な記録量であるとともに，泊発
電所の風向風速計については法令に基づいて５年ごとに検定を行っている。

第1141回審査会合資料
資料2-2-2　泊発電所３号
炉　設置許可基準規則等
への適合状況について
（設計基準対象施設
等）　第6条 外部からの
衝撃による損傷の防止
（その他外部事象）
（DB061N r.7.0）』

p.6条(自然)-別1-添付1-49
～52

*:検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。

1



（第8条 火災による損傷の防止／第41条 火災による損傷の防止）

ID No 指摘事項の内容 審査会合日 対応状況* 回答完了日 回答概要 資料反映箇所 回答予定時期

23
01
24
-

02

1

② 火災の感知について，脱塩塔室及び使用済樹
脂貯蔵タンク室に関しては，放射線量が高い環
境条件であることや可燃物を置かない設計とす
ることなどは先行プラントと同じ条件である
が，先行プラントとは異なり，火災感知器を設
置しない設計としている理由を説明すること。

R5.1.24
本日
回答

脱塩塔室及び使用済樹脂貯蔵タンク室については，先行プラントの審査知見を踏ま
え，設計方針を見直し，当該火災区画において感知器を適切な場所に設置すること
により，設置場所において発生する火災を漏れなく確実に感知できる設計とする。

第1141回審査会合資料 
資料2-5-2『泊発電所３号
炉　設置許可基準規則等へ
の適合状況について（設計
基準対象施設等）　第8条 
火災による損傷の防止
（DB08　r.5.0）』
p.8条-本-23～27

23
01
24
-

03

2

③ 平成31年2月13日付けで改正された火災防護
審査基準（火災感知器BF）を踏まえ，設計及び
工事の計画の認可に係る審査を見据えて，先行
プラントの審査知見を十分に反映した上で，後
段規制で説明に齟齬が生じないように，設計方
針を検討し説明すること。

R5.1.24
本日
回答

火災感知器BFにおける先行プラントの設計及び工事の計画の認可に係る審査（以
下，「設工認審査」）の知見である火災感知器の選定から設置までの設計を踏ま
え，泊3号炉の環境条件にあてはめ，火災感知器の設計方針を検討し，後段規制で
齟齬を生じないように一部の設計方針について変更を行った。

第1141回審査会合資料
資料2-5-2『泊発電所３号
炉　設置許可基準規則等へ
の適合状況について（設計
基準対象施設等）　第8条 
火災による損傷の防止
（DB08　r.5.0）』
p.8条-本-25～27

*:検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。

22



（第9条 溢水による損傷の防止等）

ID No 指摘事項の内容 審査会合日 対応状況* 回答完了日 回答概要 資料反映箇所 回答予定時期

23
02
28
-

01

1

① 地震起因の溢水量評価における漏えい停止の
時間設定について，運転員が漏えいを検知し，
手動操作により漏えいを停止するまでの時間を
保守的に設定するとしている。そのため，隔離
対象とする機器を整理した上で，内部溢水影響
評価ガイドに示されている「運転員が現場パト
ロールにて漏えい箇所を特定し，隔離操作を実
施する場合には，現場への移動時間，漏えい箇
所特定に要する時間及び隔離操作時間を適切に
考慮し」の各時間の設定根拠を説明すること。

R5.2.28
後日
回答
予定

23
02
28
-

02

2

② 屋外タンクの耐震性について，タンク本体は
基準地震動に対して耐震性を確保するものの，
接続配管については耐震性を確保しない方針で
検討することとしており，これは，泊３号炉の
特徴的な設計であることから，当該設計を採用
した理由も含めて今後，評価結果を説明するこ
と。

R5.2.28
後日
回答
予定

*:検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。

33
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（第10条 誤操作の防止）

ID No 指摘事項の内容 審査会合日 対応状況* 回答完了日 回答概要 資料反映箇所 回答予定時期

22
10
25
-

01

1

① 第10条（誤操作の防止）について，先行プラ
ントでは，中央制御室において，手すりの設置
等により，地震発生時においても運転操作に影
響を与えない設計としているが，泊３号炉で
は，地震発生時には主盤等のデスク部につかま
ることとしていることに関して，その設計方針
が適合性の観点から適切であり，運転操作に影
響を与えないことを説明すること。

R4.10.25 回答済 R5.1.24

▷ 泊３号炉において地震発生時に主盤等のデスク部につかまることとしていた設計
方針を変更し，中央制御盤及び運転員机に手摺を設置することとする。
▷ 手摺を設置することにより，地震発生時における「操作器への誤接触防止」及び
「運転員の安全確保」を確実に達成できる設計とする。
▷ 手摺の設置イメージをp.10条-別添1-15に示す。

第1107回審査会合ؙ資料1-
1-4「泊発電所３号炉 設置
変更許可申請に係る審査取
りまとめ資料（新規制基準
適合性審査）（10条，11
条，14条，17条，33条）
第10条 誤操作の防止
（DB10 r.8.0）」
p.10条-別添1-15

*:検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。

44



（第11条 安全避難通路等）

ID No 指摘事項の内容 審査会合日 対応状況* 回答完了日 回答概要 資料反映箇所 回答予定時期

22
10
25
-

02

1

② 第11条（安全避難通路）について，作業用照
明として設置する方針である運転保安灯及び無
停電保安灯に係る作業用照明電源系統図では，
当該照明に係る部分の記載はなく，作業用照明
電源系統図との整合が確認できない。当該資料
については，記載の整合，一貫性等をもった資
料を作成すること。

R4.10.25 回答済 R5.1.24

作業用照明の設計方針として以下の通り定め，審査資料に記載した。
▷ 運転保安灯及び無停電運転保安灯は，外部電源喪失時にも必要な照明が確保でき
るよう，ディーゼル発電機から電力を供給する設計とする。
▷ 無停電運転保安灯は全交流電源喪失時から重大事故等に対処するために必要な電
力の供給が常設代替電源設備から開始される設計とする。（常設代替電源設備から
開始されるまでは，内臓蓄電池から電源を供給できる設計とする。）

 この設計方針に関する説明として，必要な電源が供給されていることを示すため
に作業用照明電源系統図を作成していたが，当該系統図に運転保安灯および無停電
運転保安灯を記載しておらず，設計方針の通りの電力供給が可能であることが確認
できる資料となっていなかった。
  このため，作業用照明の設計方針の記載内容と，作業用照明電源系統図が一貫性
をもって確認出来るよう，作業用照明電源系統図に関して作業用照明までの受電状
況が分かるよう記載を修正した。
 また，上記の他，以下の点について記載の整合をはかった。
▷ 作業用照明電源系統図の名称の記載が無かったので系統図下部に記載した。
▷ 33条保安電源設備の記載見直しに伴い「 (66kV) ３号非常用受電設備」を「
(66kV)後備変圧器」として用語を統一した。
▷ 緊急時対策所指揮所内の照明設備へ電力供給が可能であることか確認できる図面
を追加した。

第1107回審査会合 資料1-
1-4「泊発電所３号炉 設置
変更許可申請に係る審査取
りまとめ資料（新規制基準
適合性審査）（10条，11
条，14条，17条，33条）
第11条 安全避難通路等
（DB11 r.8.0）」
p.11条-13,14

*:検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。

55



（第12条 安全施設）

ID No 指摘事項の内容 審査会合日 対応状況* 回答完了日 回答概要 資料反映箇所 回答予定時期

22
10
25
-

03

1

③ 第12条（安全施設）については，「1.2 追加
要求事項に対する適合性（手順等を含む）」に
おいて，「安全施設（重要安全施設を除く。）
を共用又は相互に接続する場合には，原子炉施
設の安全性を損なうことのない設計とする」の
説明として，先行プラントは，対象となる安全
施設を記載しているのに対して，泊３の審査資
料では，記載がなく説明が不足している。ま
た，安全設計方針において，「1.1.1.9 共用」で
は，66kV送電線が記載されており，一方で第33
条（保安電源設備）では，更なる信頼性向上対
策としているため，審査資料全体で整合がとれ
ているかを確認すること。また，同様に，火災
感知設備については，原子炉施設間で共用する
設備として位置付けることが適切か明確でな
い。以上を踏まえて，基準適合の説明をする上
で十分な審査資料となっていないため，審査資
料の構成等を見直し，安全施設の対象を明確に
した上で，共用や相互接続を説明すること。

R4.10.25 回答済 R5.3.16

① 対象となる安全施設を明確にした上で，設置変更許可申請本文相当の箇所に当該
安全施設及び基準適合性を記載し，共用又は相互接続の説明を行うこととした。
② 66kV送電線について，第33条（保安電源設備）では更なる信頼性向上のための
設備として位置付けており，共用設備と位置付けた第12条（安全施設）と整合がと
れていなかった。第33条において基準適合に必要な設備と位置付けたことにより，
第12条と整合がとれていることを確認した。
③ 火災感知設備が安全施設に該当するか及び３号炉と他号炉で共用とするのか，を
整理し共用設備としないこととした。

第1124回審査会合 資料1-
2-2『泊発電所３号炉 設
置許可基準規則等への適合
状況について（設計基準対
象施設等） 第12条 安全
施設（DB12 r.7.0）』
P.12条-6,7,114
P.12条-別紙1-1-13

*:検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。

66



（第14条 全交流動力電源喪失対策設備）

ID No 指摘事項の内容 審査会合日 対応状況* 回答完了日 回答概要 資料反映箇所 回答予定時期

22
10
25
-

04

1

④ 第14条（全交流電源喪失）について，まとめ
資料に関して，文章中に記載の設備名（蓄電池
（非常用），蓄電池（常用），充電器，直流コ
ントロールセンタ等）と図に記載の設備名（A蓄
電池，C１蓄電池，A充電器，A１－原子炉コン
トロールセンタ等）が一致していない。適合性
を説明する資料として，設備名を統一させるこ
とは行われていなければならない事項であるた
め，適切に修正すること。

R4.10.25 回答済 R5.1.24

▷ まとめ資料の直流電源設備の記載において，文章中には設備の総称を，図中には
設備の個別名称を記載しており，文章と図の設備名が一致していなかった。文章と
図の設備名を紐づけするため，文章中の設備名（蓄電池（非常用），蓄電池（常
用），充電器，直流コントロールセンタ）を図中にも併せて記載することにより，
設備名の紐づけを行った。
▷ また，まとめ資料中に記載の設備名について，他条文等との統一の観点から次の
通り整合を図った。
【変更前後】
交流動力電源設備 ⇒ 常設代替交流電源設備（変更理由:57条と統一を図った）
【変更前後】
計測制御用電源設備（無停電電源装置） ⇒ 計装用インバータ（無停電電源装置）
（変更理由:実際の設備名称と統一を図った）
【変更前後】
系列 ⇒ 系統（変更理由:12条と統一を図った）

▷ 上記の他，まとめ資料の基本方針の「10.1ؙ非常用電源設備」の項目におい
て，非常用と常用の直流電源設備が混在した記載となっていたため，先行審査実績
を反映し，10.1項には非常用直流電源設備である「蓄電池（非常用）」を，
「10.3ؙ常用電源設備」の項目には常用直流電源設備である「蓄電池（常用）」
を，それぞれ分けて記載することとした。（10.1項は第14条と第33条の記載範
囲，10.3項は第33条まとめ資料の記載範囲）
▷ 他条文についても，まとめ資料に記載する設備名称を統一するよう，作成担当者
やチェック者に周知を行っていく。
▷ また，他条文を含めた全体的な設備名の統一のため，一元的に管理できる設備リ
ストや用語集の継続的な見直しを実施するとともに，適切な記載となるよう作成担
当者やチェック者に周知を行っていく。

第1107回審査会合ؙ資料1-
1-4「泊発電所３号炉 設置
変更許可申請に係る審査取
りまとめ資料（新規制基準
適合性審査）（10条，11
条，14条，17条，33条）
第14条 全交流動力電源喪
失対策設備（DB14
r.8.0）」
p.14条-6,7,14

*:検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。

7



（第16条 燃料体等の取扱施設及び貯蔵施設）

ID No 指摘事項の内容 審査会合日 対応状況* 回答完了日 回答概要 資料反映箇所 回答予定時期

23
01
24
-

01

1

① 燃料取扱棟の上層部の壁を構成する建屋内装
材について，仮に落下したとしても落下エネル
ギが気中落下試験時の燃料集合体の落下エネル
ギより小さいことから，使用済燃料ピットの機
能を損なうおそれがないとしていることに関し
て，根拠資料を示し説明すること。

R5.1.24 回答済 R5.2.28

▷ 建屋内装材が仮に落下したときの落下エネルギについて，先行プラントと同様に
建屋内装材の落下エネルギは気中落下試験時の燃料集合体の落下エネルギ
（39.3kJ）より小さく，使用済燃料ピットの機能を損なうおそれがないことを確認
した。合わせて、まとめ資料に建屋内装材の落下エネルギを示す補足説明資料を追
加した。
▷ また，令和5年1月24日審査会合資料においては，建屋内装材を使用済燃料ピッ
ト周辺の設備等として抽出したうえで，その落下エネルギは小さいことから検討不
要としていることが読み取れなかったため，まとめ資料に明記した。

第1118回審査会合 資料1-
3-2『泊発電所３号炉 設
置許可基準規則等への適合
状況について（設計基準対
象施設等） 第16条 燃料
体等の取扱施設及び貯蔵施
設（DB16 r.9.0）』
P.16条-別添1-79～80
P.16条-別添1-9～10,12～
14

*:検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。
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（第17条 原子炉冷却材圧力バウンダリ）

ID No 指摘事項の内容 審査会合日 対応状況* 回答完了日 回答概要 資料反映箇所 回答予定時期

22
10
25
-

05

1

⑤ 第17条（原子炉冷却材圧力バウンダリ）につ
いては，設計方針として記載が，先行PWR及び
BWRプラントと相違しており，例えば，原子炉
冷却材圧力バウンダリの機器及び配管の拡大範
囲の具体的な適合のための設計方針の記載が不
足している。

R4.10.25 回答済 R5.1.24

基準適合のために必要となる記載が不足していた下記３項目について，具体的な設
計方針や適合性説明等に関する記載を充実させた。その他の記載についても先行プ
ラントの審査実績を参考にして，記載の修正を行った。

①1.2 追加要求事項に対する適合性 (3)適合性説明 第１項について
原子炉冷却材圧力バウンダリの機器及び配管に関する具体的な適合のための設計方
針の記載が不足している部分について，先行審査実績を参考に設計方針に反映し，
記載を充実させた。
②5.1 １次冷却設備 (8)漏えい監視設備
原子炉冷却材圧力バウンダリからの漏えいに対する監視設備の記載が不足してお
り，先行審査実績を設計方針に反映し，原子炉格納容器への漏えい及び２次系への
漏えいを検知する設備に関する記載を充実させた。
③5.1.1.7 評価
原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲を含めた１次冷却設備の設計に対する評価の
記載が不足しており，先行審査実績を反映し，基準適合性の説明の観点から記載を
充実させた。

先行審査知見の反映に対する当社の認識に不十分な点があったことを踏まえ、全条
文を対象に審査資料を見直し，記載の充実を図っていく。

第1107回審査会合 資料1-
1-4「泊発電所３号炉 設置
変更許可申請に係る審査取
りまとめ資料（新規制基準
適合性審査）（10条，11
条，14条，17条，33条）
第17条 原子炉冷却材圧力
バウンダリ（DB17
r.7.0）」
①17条-5,6
②17条-10,14
③17条-12

*:検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。
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（第33条 保安電源設備）

ID No 指摘事項の内容 審査会合日 対応状況* 回答完了日 回答概要 資料反映箇所 回答予定時期

22
10
25
-

06

1

⑥ 第33条（保安電源設備）について，66kV送
電線は，電力系統に連系する外部電源系として
適合性の説明に用いられているが，同資料中に
「更なる信頼性向上対策」と記載されている箇
所もあり説明に一貫性がないため，当該設備の
位置付けを明確に説明すること。その上で，
275kV送電線（泊幹線，後志幹線）は2ルート確
保されているものの，倒壊時に相互に干渉し合
う距離であることから，66kV送電線の位置付け
を踏まえて，「電線路のうち少なくとも一回線
は，他の回線と物理的に分離して受電できるも
のでなければならない」という基準要求に対す
る適合性を説明すること。

R4.10.25 回答済 R5.1.24

▷ 2022年10月25日の審査会合資料において，電線路（送電線）のうち66kV送電
線の基準要求に対する適合性の説明に次のとおり一貫性がなかった。
・電線路（送電線）の基準要求に対する適合性の説明では，275kV送電線２ルート
４回線と66kV送電線１ルート２回線の合計３ルート６回線にて電力系統に接続す
ると記載していた。
・一方，電線路（送電線）の物理的分離に係る補足説明では，66kV送電線からの
電力供給ルートを基準適合に必要な電力供給ルートと位置付けず，「更なる信頼性
向上対策」と記載し，仮設かつ自主設置の移動変圧器を使用するルートを記載して
いた。

▷ 指摘を踏まえ，66kV送電線については，基準適合に必要な電力供給ルートであ
る位置付けに統一し，次の修正を行った。
・送電鉄塔の倒壊を前提とした共倒れの影響を踏まえても，電線路（送電線）のう
ち少なくとも一回線は，他の回線と物理的に分離して受電できるよう，常設の
66kV開閉所（後備用）及び後備変圧器を設置し，基準適合に必要な66kV送電線か
らの常設設備による電力供給ルートを確保する設計とした。
・基準適合に必要な常設設備による66kV送電線からの電力供給ルートで対応する
ことが分かるよう，補足説明の記載を修正した。

第1107回審査会合ؙ資料1-
1-4「泊発電所３号炉 設置
変更許可申請に係る審査取
りまとめ資料（新規制基準
適合性審査）（10条，11
条，14条，17条，33条）
第33条 保安電源設備
（DB33 r.8.0）」
・p.33条-16～17
・p.33条-124
・p.33条-別紙13-1～2

*:検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。
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（第45条 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための設備）

ID No 指摘事項の内容 審査会合日 対応状況* 回答完了日 回答概要 資料反映箇所 回答予定時期

23
02
02
-

16

1

⑯ 添付資料や補足説明資料が示されていないた
め，妥当性の判断ができない。最新の審査実績
を踏まえた資料を作成し提示すること。

R5.2.2
後日
回答
予定

*:検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。

1111

2023年5月



（第46条 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備）

ID No 指摘事項の内容 審査会合日 対応状況* 回答完了日 回答概要 資料反映箇所 回答予定時期

23
03
16
-

05

1

⑤ 添付資料や補足説明資料が示されていないた
め，妥当性の判断ができない。最新の審査実績
を踏まえた資料を作成し提示すること。

R5.3.16
後日
回答
予定

*:検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。

1212

2023年5月



（第54条 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備）

ID No 指摘事項の内容 審査会合日 対応状況* 回答完了日 回答概要 資料反映箇所 回答予定時期

23
02
28
-

09

1

⑨ 添付資料や補足説明資料が示されていないた
め，妥当性の判断ができない。最新の審査実績
を踏まえた資料を作成し提示すること。

R5.2.28
後日
回答
予定

*:検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。

1313

2023年5月



（第59条 運転員が原子炉制御室にとどまるための設備／技術的能力 1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等）

ID No 指摘事項の内容 審査会合日 対応状況* 回答完了日 回答概要 資料反映箇所 回答予定時期

23
04
13
-

01

1

① 全交流動力電源又は直流電源が喪失した場合
のＢ－アニュラス排気ダンパの開操作でユニハ
ンドラ装置を用いることについて，操作の成立
性や設置許可基準規則等への適合方針を説明す
ること。
例えば，島根２号炉では格納容器フィルタベン
ト系の遠隔手動弁操作機構の操作の成立性等を
説明している。

R5.4.13
後日
回答
予定

2023年5月

*:検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。

14



（第60条 監視測定設備／技術的能力 1.17 監視測定等に関する手順等）

ID No 指摘事項の内容 審査会合日 対応状況* 回答完了日 回答概要 資料反映箇所 回答予定時期

23
02
28
-

03

1

③ 可搬型モニタリングポストの海側の設置場所
について，防潮堤の影響等を踏まえて，防潮堤
の外側を優先する場合等の場合分けを行った上
で，メリット・デメリットを整理し説明するこ
と。

R5.2.28
本日
回答

▷ 可搬型モニタリングポストは，新設防潮堤の外側及び内側に設置した場合のい
ずれにおいても，新設防潮堤から離隔距離を確保することで，バックグラウンドと
なる放射線の影響が小さいこと，また，３号炉原子炉格納容器及び放出されるプ
ルームからの放射線を遮る範囲が狭いことを確認しており，問題なく測定が可能で
あることから，新設防潮堤の計測への影響は軽微である。本回答では，設置場所を
検討するため，上記以外の観点から新設防潮堤の外側又は内側に設置する場合のそ
れぞれについてメリット・デメリットを検討した。結果，以下の通り方針を変更
し，海側に設置する可搬型モニタリングポストの設置場所を新設防潮堤の内側とす
る。

＜前回審査会合時の方針＞
・モニタリングポスト又はモニタリングステーションが機能喪失した場合に代替す
る可搬型モニタリングポストは，原則，代替するモニタリングポスト又はモニタリ
ングステーション付近に設置する。当該箇所へアクセスできない場合はアクセス
ルート上の車両で運搬できる範囲に設置場所を変更する。
・モニタリングポスト及びモニタリングステーションが設置されていない海側３箇
所に設置する可搬型モニタリングポスト（3箇所）については，原則，発電所敷地
境界付近の新設防潮堤の外側に設置する。

＜今後の方針＞
▷ 可搬型モニタリングポストの設置判断の容易さの観点においてメリットが大き
いことから，上記のうち海側１箇所（モニタリングポスト７）に代替設置する可搬
型モニタリングポスト及び海側３箇所に設置する可搬型モニタリングポストは，新
設防潮堤の内側に設置する。

第1141回審査会合　
資料2-3-2 『泊発電所３号
炉　設置許可基準規則等へ
の適合状況について（重大
事故等対処設備）補足説明
資料　60条（SA60H 
r.10.0）』
p.60-6-71～73

*:検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。
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（第60条 監視測定設備／技術的能力 1.17 監視測定等に関する手順等）

ID No 指摘事項の内容 審査会合日 対応状況* 回答完了日 回答概要 資料反映箇所 回答予定時期

23
02
28
-

04

2

④ 可搬型気象観測装置が地震・火災等でアクセ
スルートが使用できない場合のアクセスルート
上の設置場所について，可搬型モニタリングポ
ストと同様に設置場所を提示し，その妥当性を
説明すること。

R5.2.28
本日
回答

▷ 気象観測所周辺に可搬型気象観測設備を設置できない場合の代替測定場所は，
アクセスルート近傍の51m倉庫・車庫エリア付近とする。
▷ 設置場所の妥当性は以下の通り。
・代替測定場所をアクセスルート付近とすることにより，地震・火災等が発生した
場合でも確実に可搬型気象観測設備を設置することが可能である。
・「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」の解説において，「露場は、
原子炉施設敷地内で近くに建造物、樹木等のない平坦な場所にできるだけ広く芝草
等を植え、その中に設置すること」と示されているが，上記設置位置はこれを満た
している。
・露場面積は「気象観測ガイドブック」（気象庁）に定める30ｍ２以上を確保でき
る。
・なお，天然芝に代わり，人工芝を使用しても観測には影響のないことが「気象観
測ガイドブック」（気象庁）にて示されていることから，可搬型気象観測設備の設
置箇所に人工芝を設置する（冬季の積雪期間を除く）。

【代替測定場所の選定の考え方については，島根原子力発電所２号炉と同様】

第1141回審査会合　
資料2-3-2 『泊発電所３号
炉　設置許可基準規則等へ
の適合状況について（重大
事故等対処設備）補足説明
資料　60条（SA60H 
r.10.0）』
p.60-6-41～42

*:検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。
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（有効性評価 7.1.1 ２次冷却系からの除熱機能喪失）

ID No 指摘事項の内容 審査会合日 対応状況* 回答完了日 回答概要 資料反映箇所 回答予定時期

23
02
02
-

14

1

⑭ 第7.1.1.1表の有効性評価に用いる重大事故等
対処設備の表について，先行審査実績を踏まえ
て，既許可の対象となっている設備を重大事故
等対処設備に位置付けるものであるかどうかを
明確にし，説明すること。

R5.2.2 回答済 R5.3.30

有効性評価の各事故シーケンスの重大事故等対策における設備と操作手順の関係を
示した表において，先行審査実績を踏まえて，既許可の対象となっている設備を重
大事故等対処設備に位置付ける重大事故等対処設備に＊を付与して明確化した。

第1130回審査会合 資料2-
2-2『泊発電所３号炉 重
大事故等対策の有効性評価
7.1.1 2次冷却系からの除熱
機能喪失（SAE711
r.8.0）』
p.7.1.1-24,25

23
02
02
-

15

2

⑮ 事象判定プロセスについては，フローチャー
トに記載があるものの，原子炉格納容器の除熱
機能喪失等の事故シーケンスと記載の差が出て
いるため，これらの事故シーケンスと同じよう
に事象判定プロセスを別途示し，説明するこ
と。

R5.2.2 回答済 R5.3.30

有効性評価の各事故シーケンスのフローチャートに記載していた事象判定プロセス
を，先行審査実績を踏まえて別図として記載し，各事故シーケンスで記載の整合を
図った。

第1130回審査会合 資料2-
2-2『泊発電所３号炉 重
大事故等対策の有効性評価
7.1.1 2次冷却系からの除熱
機能喪失（SAE711
r.8.0）』
p.7.1.1-29,30

*:検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。
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（有効性評価 7.1.2 全交流動力電源喪失）

ID No 指摘事項の内容 審査会合日 対応状況* 回答完了日 回答概要 資料反映箇所 回答予定時期

22
12
06
-

18

1

⑱ 全交流動力電源喪失における第7.1.2.1表の有
効性評価に用いる重大事故等対処設備の表につ
いて，先行審査実績を踏まえて，既許可の対象
となっている設備を重大事故等対処設備に位置
付けるものであるかどうかを明確にし，説明す
ること。

R4.12.6 回答済 R5.3.30

有効性評価の各事故シーケンスの重大事故等対策における設備と操作手順の関係を
示した表において，先行審査実績を踏まえて，既許可の対象となっている設備を重
大事故等対処設備に位置付ける重大事故等対処設備に＊を付与して明確化した。

第1130回審査会合 資料2-
2-3『泊発電所３号炉 重
大事故等対策の有効性評価
7.1.2 全交流動力電源喪失
（SAE712 r.8.0）』
p.7.1.2-40～45

22
12
06
-

19

2

⑲ 可搬型重大事故等対処設備保管場所及びアク
セスルートで指摘した屋外作業の余裕時間（第
1098回審査会合指摘事項⑯）については，全交
流動力電源喪失のタイムチャートを含めて対応
すること。

R4.12.6
後日
回答
予定

*:検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。

18

2023年5月



（有効性評価 7.1.3 原子炉補機冷却機能喪失）

ID No 指摘事項の内容 審査会合日 対応状況* 回答完了日 回答概要 資料反映箇所 回答予定時期

23
02
02
-

15

1

⑮ 事象判定プロセスについては，フローチャー
トに記載があるものの，原子炉格納容器の除熱
機能喪失等の事故シーケンスと記載の差が出て
いるため，これらの事故シーケンスと同じよう
に事象判定プロセスを別途示し，説明するこ
と。

R5.2.2 回答済 R5.3.30

有効性評価の各事故シーケンスのフローチャートに記載していた事象判定プロセス
を，先行審査実績を踏まえて別図として記載し，各事故シーケンスで記載の整合を
図った。

第1130回審査会合 資料2-
2-4『泊発電所３号炉 重
大事故等対策の有効性評価
7.1.3 原子炉補機冷却機能
喪失（SAE713 r.9.0）』
p.7.1.3-18,19

*:検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。
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（有効性評価 7.1.5 原子炉停止機能喪失）

ID No 指摘事項の内容 審査会合日 対応状況* 回答完了日 回答概要 資料反映箇所 回答予定時期

23
02
02
-

15

1

⑮ 事象判定プロセスについては，フローチャー
トに記載があるものの，原子炉格納容器の除熱
機能喪失等の事故シーケンスと記載の差が出て
いるため，これらの事故シーケンスと同じよう
に事象判定プロセスを別途示し，説明するこ
と。

R5.2.2 回答済 R5.3.30

有効性評価の各事故シーケンスのフローチャートに記載していた事象判定プロセス
を，先行審査実績を踏まえて別図として記載し，各事故シーケンスで記載の整合を
図った。

第1130回審査会合 資料2-
2-5『泊発電所３号炉 重
大事故等対策の有効性評価
7.1.5 原子炉停止機能喪失
（SAE715 r.10.0）』
p.7.1.5-35,36

*:検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。
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（有効性評価 7.1.8 格納容器バイパス）

ID No 指摘事項の内容 審査会合日 対応状況* 回答完了日 回答概要 資料反映箇所 回答予定時期

23
03
16
-

01

1

① ツインパワー弁の操作場所の温度影響評価に
ついて，最新の審査実績を踏まえて，階段等の
伝搬経路を含めた評価条件及び条件設定の考え
方を網羅的に示した上で説明すること。

R5.3.16
後日
回答
予定

23
03
16
-

02

2

② 「T.P.10.3m 中間床充てんポンプバルブ室」
については，「区画扉（閉）（中略）を鑑みる
と，操作場所への蒸気流入及びその影響は殆ど
ない」とし，検討対象から外しているが，蒸気
の漏えいの懸念があるのであれば当該区画を含
めて評価を行い，説明すること。 R5.3.16

後日
回答
予定

23
03
16
-

03

3

③ ISLOCA 時に蒸気が操作場所に流入する可能
性がある場合には，作業員の内部被ばくの影響
を説明すること。
なお，島根2 号炉の場合は，現場に向かう作業員
に放射線防護具（酸素呼吸器）を装備すること
にしている。 R5.3.16

後日
回答
予定

*:検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。
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（有効性評価 7.2.5 溶融炉心・コンクリート相互作用）

ID No 指摘事項の内容 審査会合日 対応状況* 回答完了日 回答概要 資料反映箇所 回答予定時期

23
03
16
-

04

1

④ MCCIに対する格納容器
サンプの影響として，格納
容器サンプのドレン配管の
原子炉下部キャビティ側の
目皿に期待する説明を行っ
ているが，デブリが落下し
てきた状態を想定した場合
にも目皿に期待できるのか
説明すること。

R5.3.16
本日
回答

溶融炉心（デブリ）の凝固評価は目皿がない条件で評価を行っており、目皿に期待しているものではな
いことから資料を見直す。

＜修正前＞※第1124回審査会合資料
１．はじめに
 （中略）
 溶融炉心が原子炉下部キャビティに落下する場合には、代替格納容器スプレイにより水位が形成され
ており、溶融炉心の冷却が促進し粘性が増加すること、ドレン配管は約８mの⾧さがあること及び格納
容器サンプのドレン配管の原子炉下部キャビティ側には目皿が設置されているため、目皿の目より大き
い固化した溶融炉心はドレン配管に流入しないことから、原子炉下部キャビティに落下した溶融炉心が
格納容器サンプに流入する可能性は低いと考えられる。

３．格納容器サンプに溶融炉心が流入した場合の影響
 ２．に示すとおり、原子炉下部キャビティへ落下した溶融炉心はドレン配管内で凝固することを確認
した。また、格納容器サンプのドレン配管の原子炉下部キャビティ側には目皿が設置されているため、
目皿の目より大きい固化した溶融炉心はドレン配管に流入せず、ドレン配管内は格納容器サンプから原
子炉下部キャビティへの流れもあることから溶融炉心が格納容器サンプへ到達することはないと考えら
れる。

＜修正後＞
１．はじめに
 （中略）
 溶融炉心が原子炉下部キャビティに落下する場合には、代替格納容器スプレイにより水位が形成され
ており、溶融炉心の冷却が促進し粘性が増加すること及びドレン配管は約８mの⾧さがあることから、
原子炉下部キャビティに落下した溶融炉心が格納容器サンプに流入する可能性は低いと考えられる。

３．格納容器サンプに溶融炉心が流入した場合の影響
 ２．に示すとおり、原子炉下部キャビティへ落下した溶融炉心はドレン配管内で凝固することを確認
した。

第1141回審査会合 資料
2-6-4 『泊発電所３号炉
重大事故等対策の有効性評
価 7.2.5 溶融炉心・コン
クリート相互作用
（SAE725 r.9.0）』
p.添7.2.5.4-1～2

*:検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。
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（有効性評価 7.3.1 想定事故１／有効性評価 7.3.1 想定事故２）

ID No 指摘事項の内容 審査会合日 対応状況* 回答完了日 回答概要 資料反映箇所 回答予定時期

23
02
28
-

05

1

⑤ 100℃到達までの評価をＡ－使用済燃料ピッ
トからＢ－使用済燃料ピットに変更することに
関して，原子炉から取り出した直後の崩壊熱の
高い燃料をＡ－使用済燃料ピットに貯蔵するこ
とは技術的には可能であり，泊３号炉の場合，
沸騰開始時間も早いため，有効性評価上の条件
としている貯蔵場所を保安規定で担保すること
の必要性を検討し説明すること。

R5.2.28
後日
回答
予定

23
02
28
-

06

2

⑥ 想定事故１では注水準備完了が5.7 時間に対
して100℃到達が6.6 時間，想定事故２では注水
準備完了が5.7 時間に対して100℃到達が5.8 時
間となっている。柏崎刈羽６，７号炉の適合性
審査において得られた技術的知見を踏まえ，沸
騰状態となる前に注水準備を完了する方針とし
てい
るが，余裕時間が少ないため，地震起因のス
ロッシング等を踏まえても注水準備完了時間が
妥当なものであるかどうかを検討し説明するこ
と。

R5.2.28
後日
回答
予定

23
02
28
-

07

3

⑦ 事象発生3 時間以降に必要な参集要員2 名に
対して，発電所構外から参集可能な要員が2 名と
していることについて，先行審査実績を踏まえ
て不測の事態も考慮し，必要な要員の評価の妥
当性を検討し説明すること。
東海第二の場合は，「事象発生2 時間以降に必要
な参集要員は2 名であり，発電所構外から2 時間
以内に参集可能な要員の72 名で確保可能であ
る。」としている。

R5.2.28
後日
回答
予定

*:検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。
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（有効性評価 7.3.1 想定事故１／有効性評価 7.3.1 想定事故２）

ID No 指摘事項の内容 審査会合日 対応状況* 回答完了日 回答概要 資料反映箇所 回答予定時期

23
02
28
-

08

4

⑧ 可搬型大型送水ポンプ車の燃料評価を間欠運
転にしていることについて，先行審査実績を踏
まえ，発電所内に保有している燃料が十分ある
ことを説明すること。
島根2 号炉の場合は，燃料プールスプレイ系（可
搬型スプレイノズル）による燃料プールへの注
水に係る燃料評価について，保守的に事象発生
直後からの大量送水車の運転を想定し，７日間
の運転継続に必要な軽油量を評価している。

R5.2.28
後日
回答
予定

*:検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。
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（技術的能力 1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等）

ID No 指摘事項の内容 審査会合日 対応状況* 回答完了日 回答概要 資料反映箇所 回答予定時期

23
02
02
-

16

1

⑯ 添付資料や補足説明資料が示されていないた
め，妥当性の判断ができない。最新の審査実績
を踏まえた資料を作成し提示すること。

R5.2.2
後日
回答
予定

*:検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。
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（技術的能力 1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等）

ID No 指摘事項の内容 審査会合日 対応状況* 回答完了日 回答概要 資料反映箇所 回答予定時期

23
03
16
-

05

1

⑤ 添付資料や補足説明資料が示されていないた
め，妥当性の判断ができない。最新の審査実績
を踏まえた資料を作成し提示すること。

R5.3.16
後日
回答
予定

*:検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。
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（技術的能力 1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等）

ID No 指摘事項の内容 審査会合日 対応状況* 回答完了日 回答概要 資料反映箇所 回答予定時期

23
02
28
-

09

1

⑨ 添付資料や補足説明資料が示されていないた
め，妥当性の判断ができない。最新の審査実績
を踏まえた資料を作成し提示すること。

R5.2.28
後日
回答
予定

*:検討状況・方針等のみをご説明の場合は、「一部説明」という用語で識別する。

26

2023年5月




